





Comparative Study between “Community Design” and “Participatory 
Development” on the Role of Outsiders
FUJIYAMA, Ichiro
The concept of “Participatory Development” in developing countries had become 
mainstream of international development in 1990s.  In particular, it seems to be a key 
concept in the rural development.  On the other hand, in Japan, “Community Design” 
receives a lot of attention as the method of resolving the regional and community problem. 
It goes without saying that each target recipients and area are different, but the concept 
and method of both theories have in common with emphasizing the way of communicating 
between “outsiders such as project facilitator or coordinator” and “people in a community”.
This paper aims to have some implications for each theories through analyzing the 
mutual relationship with outsiders and people in a community.











































る（紫牟田 2012：16 － 17）。さしあたり本論ではこの説明を土台に展開していくことにする２）。
2　参加型開発をめぐる議論
2-1　「参加型開発」の経緯
参加型開発は 1980 年代に主流化（メインストリーム化）したといわれる３）。その端緒は 70
年代に国連が「Popular Participation」という用語を用いて、その重要性を強調するようになっ











































Rapid Rural Appraisal）」、1980 年代後半から活用されるようになった「住民参加型農村開発













































































目的設定の主体 外部者 住民の情報で外部者 住民
計画作成の主体 外部者 住民の情報で外部者 外部者の手伝いで住民
作業の主体 外部者の指示で住民 外部者の指示で住民 自発的に住民
評価の主体 外部者 ケースによる 外部者の手伝いで住民
























































































































































年代、2000 年代以降である（山崎 2012、中村 2012）。
































































































































































































































３） 住民参加の必要性は、坂田によれば少なくとも 1950 年代に英国やフランス、米国、国連が実施した「農
村開発運動」、「農村活性化」「農村開発プログラム」のなかに開発における住民参加の重要性を唱えて
いた。工業化中心の開発戦略のなかで停滞する農業農村部門への対処、あるいは民主主義育成の手段
として捉えていた。また、都市部でもスラム化の問題が認識されるようになると、スラムにおける住
民参加型開発手法がとられるようになったという（坂田 2003：38-40）。
４） PLAは RRAと同様の参加型ツールが用いられるが、参加型開発の理念として住民の主体的参加の方
向性が含まれている。
５） ロバート・チェンバースの著作は日本語訳も相次いで出版され、日本の参加型開発論にも大きな影響
を与えている（チェンバース 2002、2007、2011）。
６） 佐藤は参加型開発の究極的な目標が、「当事者の主体性・自主性の確立」とするならば、もはや「外部
者のいない」開発が理想の参加型開発となる。しかしながら、参加型開発の議論は「外部者」の存在
や果たすべき役割が前提となっているところに根源的な矛盾があると述べる（佐藤 2003：6）。
７） 佐藤はこの参加しない（非参加）という選択をさらに細かく次のように分類している。ひとつは「参
加しない」こと、「開発プロジェクトに対する関与の一形態としての自発的「不参加」」、第 2は、参加
によって望ましい成果を認識しつつも、参加するコストを担いきれず「参加できない」という選択で
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ある（佐藤 2003：12）。
８） 「ワークショップ」の普及は、ランドスケープデザイナーのローレンス・ハルプリン等の建築家や都市
計画家の影響が大きい。1980 年には国内大学の研究室がハルプリンのワークショップ法をとりいれた
住民参加型開発を実施し、短期間のうちに住民からの信頼を得る成果をあげたという（木下 2012：
40-43）。
９） 山崎は、これら地縁型コミュニティの活動（祭り、音楽会、販売など）は主として屋外で行われ誰の
目にも触れることがコミュニティのまとまりを強化してきたとする。ところが、近年は多くのイベン
トや催しが屋内（市場、スーパー、ホール）で実施されるようになり、その活気を感じることができ
なくなったことも地縁型コミュニティの弱体化につながっていると指摘する（山崎 2012：12-13）。
10） 山崎は各地で「コミュニティデザインというまったく新しい仕事」「世界初のコミュニティデザイナー」
と呼ばれることに戸惑いを感じているという（2012：114）。
【引用文献】
池野雅文（2007）「社会開発における住民組織化の役割」、第 7章、佐藤寛編（2007）『テキスト社会開発～
貧困削減への新たな道筋』、日本評論社
太田美帆（2007）「ファシリテーターの役割」、第 8章、佐藤寛編（2007）『テキスト社会開発～貧困削減へ
の新たな道筋』、日本評論社
大濱裕（2007）『参加型地域社会開発の理論と実践～新たな理論的枠組みの構築と実践手法の創造』、ふく
ろう出版
河村能夫（2003）「住民参加型農村開発のための計画立案諸方法」、第 3章、斎藤文彦編著（2003）『参加型
開発～貧しい人々が主役となる開発へ向けて』、日本評論社
筧　裕介（2014）『ソーシャルデザイン実践ガイド～地域の課題を解決する 7つのステップ』
木下　勇（2012）『ワークショップ～住民主体のまちづくりへの方法論』、学芸出版社
斎藤文彦編著（2003）『参加型開発～貧しい人々が主役となる開発へ向けて』、日本評論社
佐藤　寛編（2003）『参加型開発の再検討』、No.199、日本貿易振興会アジア経済研究所
佐藤　寛編（2007）『テキスト社会開発～貧困削減への新たな道筋』、日本評論社
紫牟田伸子・編集部（2012）『クリエイティブ・コミュニティ・デザイン～関わり、つくり、巻き込もう』、
フィルムアート社
チェンバース、ロバート（2002）『参加型開発と国際協力～変わるのはわたしたち』、野田直人・白鳥清志
監訳、明石書店
チェンバース、ロバート（2007）『開発の思想と行動～「責任ある豊かさ」のために』、野田直人監訳、明
石書店
チェンバース、ロバート（2011）『開発調査手法の革命と再生～貧しい人々のリアリティを求め続けて』、
野田直人監訳、明石書店
中村陽一（2012）「コミュニティ・デザインの歴史」、紫牟田伸子・編集部（2012）『クリエイティブ・コミュ
ニティ・デザイン～関わり、つくり、巻き込もう』、フィルムアート社
野田直人（2000）『開発フィールドワーカー』、築地書館
野田直人（2003）「「参加型開発」をめぐる手法と理念」、第 3章、佐藤寛編（2003）『参加型開発の再検討』、
No.199、日本貿易振興会アジア経済研究所
水野正巳（2003）「戦後日本の生活改善運動と参加型開発」、第 7章、佐藤寛編（2003）『参加型開発の再検
討』、No.199、日本貿易振興会アジア経済研究所
山崎　亮（2011）『コミュウニティデザイン～人がつながるしくみをつくる』、学芸出版社
山崎　亮（2012）『コミュニティデザインの時代～自分たちで「まち」をつくる』、中公新書

